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T. BesleyとM. Ghatakの”Motivated Agents”について 

 

加藤善昌 

 

要旨 

 

 本稿は、英国の経済学者である Timothy Besley と Maitreesh Ghatak の提唱し

た”Motivated Agents”の概念を今一度整理し、今後の日本、特に、介護産業を対象とした研

究において、どのような研究が重要であるかを示したサーベイ論文である。”Motivated 

Agents”とは非金銭的な要素を重視する被雇用者であり、これは、非営利組織で特に重要な

存在であるといわれることが海外の研究では多い。そこで、この概念は、法人形態の多様化

が進んでいる我が国の介護産業においても重要なものであると考えられる。特に、かれらの

動機は具体的にどのようなものであるか、そして、時代とともに彼らの動機はどのように変

化しているか、また、他の産業と比べた場合、介護産業の”Motivated Agents”はどのような

特徴を持っているかを分析することは、今後の我が国の研究において重要であると考えら

れる。 

 

キーワード：Motivated Agents, 日本の介護産業, 非営利組織 
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1. はじめに 

 

 現代社会はつねに大きく変動している。そして、現在の日本も、少子高齢化や自然災害、

国際情勢の変化とともに変化している。さらに、経済主体に求められる要素も変化しており、

企業の活動に対して倫理的な側面を重視する声も近年は強まっている1。さらに、それと伴

い、非営利組織や協同組合といった、利潤以外の要素を重視する組織の重要性も高くなって

いる2。 

 組織に対して倫理的な側面が重視されるとともに、そこで活動する個人の行動について、

非金銭的な要素も重要であると近年は考えられるようになってきた。例えば、ゲーム理論に

おいては、公共財ゲームなどの実験によって、個人の行動は自分以外の人間の利得も考慮す

るということが指摘されている。また、囚人のジレンマを逃れるためには、自身の利得のみ

                                                 
1  永合・鈴木 (2018) を参照。 
2  非営利組織を対象とした代表的な研究例としては、経営者の戦略選択は消費者が財・サ

ービスの質を重視するかどうかに依存し、さらに、寄付によって財・サービスの質は向

上することを指摘している Glaeser and Shleifer (1997) があげられる。 
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を短期的に考慮するのではなく、長期的な展望に立ったうえで他者の利得も考慮し、そこか

ら戦略を決定しなければならないこともゲーム理論では指摘されている3。 

 非金銭的な要素を重視した概念として、英国の経済学者である Timothy Besley と 

Maitrersh Ghatakは”Motivated Agents” という概念を提唱している。そして、それは、個

人行動における非金銭的要素の重要性だけでなく、そのような個人が存在する場合、かれが

所属する組織や産業はどのような状態になるのかという点を考察している点においても、

非常に示唆に富んだ分析である。 

 本稿は、Besley と Ghatak が提唱した”Motivated Agents”の概念を整理し、さらに、そ

の研究を参考にした研究も紹介し、日本において今後どのような研究が結家記であるかを

考察する論文である。残念ながら、日本では”Motivated Agents”という概念はあまり浸透し

ていない。しかし、多様な法人形態を有し、また、少子高齢化に伴って需要が増大している

日本の介護産業を分析するうえで、”Motivated Agents”の概念は極めて有効なものである。

また、英国とその教育サービスだけでなく、日本の介護産業において同様の概念を用いるこ

とは、”Motivated Agents”の研究においても重要なものになるだろう4。 

 本稿の構成は以下のようになっている。2 章では Besley と Ghatakの分析の概要をまと

め、3章ではその研究を下地にした研究を紹介する。そして、4章では、日本における今後

の研究の展望について述べる。 

 

2. Besley と Ghatak の分析 

 

2‐1. 背景 

 

 “Motivated Agents”の概念は、Timothy Besley と Maitreesh Ghatak が 2005 年に

American Economic Review に掲載した” Competition and Incentives with Motivated 

Agents”とい論文において、初めて提唱された概念である。この研究は、海外では現在も広

く引用されている。 

 Besley と Ghatak の分析背景として、集合財を供給するにあたり、その供給主体の生産

性と労働者の動機やインセンティブはどのような関係にあるのかということがあげられる

5。さらに、この点と密接に関係しているのが、通常の営利企業による労働者の獲得競争が

                                                 
3  松島 (2018) を参照。 
4  筆者は加藤 (2018) で、賃金と動機の関係の分析において”Motivated Agents (ただし、

論文中では「動機づけられた依頼者」)” の概念を用いた。しかし、これはかなり限定

された考察であり、本稿はその拡張のためのサーベイ論文としての面も持っている。 
5  ここで述べられる「集合財」とは、非排除性と非競合性を持ち、さらに、メリット財も

含まれる概念である。そのため、営利企業によっても供給される。そして、この問題を

分析した背景としては、後述のように、教育の提供における英国の集権化とそれによる

教育機関のガバナンスの問題があげられる。 
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非営利組織や公共機関にどのような影響を与えるかということである。そして、かれらはこ

の問題について、理念や道徳などの非金銭的な要因を重視する労働者 (受託者 : Agents) の

存在を重要視し、”Motivated Agents”という概念を用いて分析を行った。 

 この分析は、公共財を供給する機関の労働者のインセンティブについての分析という点

では Dewatripont, et al. (1999) や Dixit (2002) と共通し、さらに、エージェントが複数の

業務を遂行する状態を分析した Holmstrom and Milgrom (1988) とも共通するものである。

また、内発的動機に代表される労働者の非金銭的な動機についての分析という点では、Frey 

(1997) の路線と同様のものでもある。さらに、非営利組織についてプリンシパル・エージ

ェンシー理論を用いて分析している点ではGlaeser and Shleiher (1997) と同様のものであ

り、また、非営利組織の労働者の報酬について分析している点では Ballou and Wisebrod 

(2005) と共通しているともいえる。さらに、組織の目的と被雇用者の動機の関係について

分析している点では Aghion and Tirole (1997) の系譜に位置するものである。 

 

2‐2. 分析手法 

 

 Besley と Ghatak は三段階の手順によって、組織の目的と個人の動機がどのような関

係にあるのかという点について分析を行った。 

 第一段階として、かれらはプリンシパル・エージェンシー理論にもとづいたうえで、プリ

ンシパルとエージェントの間の最適契約を導出した。まず、企業はプリンシパルとエージェ

ントによって構成されており、さらに、プリンシパルを三つのタイプ (𝑖 = 0,1,2) に分類し、

エージェントも同様に三つのタイプ (𝑗 = 0,1,2) に分類した。そして、プリンシパルはエー

ジェントにプロジェクト 𝑌 を委託し、もしプロジェクトが成功する、あるいは高品質な結

果である場合 (𝑌𝐻 = 1) は利得 𝜋𝑖 > 0 を得て、もし失敗する、あるいは低品質な結果であ

る場合 (𝑌𝐿=0) は、かれの利得は 0である。また、プロジェクトが成功するか否かはエージ

ェントの努力水準 (𝑒) に依存している6。また、エージェントの費用関数はこの分析では

𝐶(𝑒) =
𝑒2

2
 と特定化されている7。 

このとき、タイプ 0 のプリンシパルとエージェントはともに金銭的要因のみに反応する

一般的なプリンシパルとエージェントである。他方、タイプ 1, 2 のプリンシパルとエージ

ェントは、非金銭的な要因にも反応する主体である。したがって、𝜋0 は金銭的要因のみに

よって構成されているが、𝜋1 と 𝜋2 は非金銭的要因も構成要因として含まれている。そし

て、水平的マッチングを考慮するため、𝜋1 = 𝜋2 = �̂� と仮定する8。 

                                                 
6  なお、𝑒 は観察不可能で不可縮である。 
7  この特定化は、分析の一般性を欠くものではない。 
8  したがって、この分析で述べる要因以外でマッチ後の生産性に影響を与える要因はな

い。 
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 そして、エージェントの動機について、かれらはつぎのような仮定を置いている。まず、

タイプ 0は金銭的な要因のみを重視しているが、タイプ 1, 2 のエージェントは社会的な美

徳やや理念といった非金銭的な利得も重視している。そして、それらに対するかれらの度合

いの強さを𝜃𝑖𝑗として、もしプリンシパルとエージェントのタイプが同じならば�̅�、タイプが

異なるならば𝜃 (ただし、�̅� > 𝜃 > 0) と仮定した。つまり、非金銭的な対するエージェント

の動機をつぎのように仮定したのである。 

 

𝜃𝑖𝑗 = {

0 𝑖𝑓 𝑖 = 0 𝑎𝑛𝑑, 𝑜𝑟 𝑗 = 0

𝜃𝑖𝑓 𝑖 ∈ {0, 1, 2}, 𝑗 ∈ {0, 1, 2}, 𝑖 ≠ 𝑗

�̅�𝑖𝑓 𝑖 ∈ {0, 1, 2}, 𝑗 ∈ {0, 1, 2}, 𝑖 = 𝑗

 

 

 つまり、タイプ 1, 2のエージェントが”Motivated Agents”である。 

 つぎに、経済を利潤志向型部門 (𝑖 = 0) とミッション志向型部門 (𝑖 = 0) に分ける。ここ

で、つぎのような仮定を設定する。 

 

仮定 1：max{𝜋0, �̂� + �̅�} < 1 

 

 これは、後述するマッチングにおいて、すべてのマッチで内点解が存在することを保証す

るものである。 

 そして、プリンシパルとエージェントの契約は、固定給𝑤𝑖𝑗と賞与𝑏𝑖𝑗によって構成されて

いる。このとき、固定給𝑤𝑖𝑗はプロジェクトの成否に関係なく発生し、賞与𝑏𝑖𝑗はプロジェク

トが成功したら報酬として支払われるというものである。そして、エージェントが現在いる

経済部門に留保するかどうかを決める留保利得を𝜐𝑖𝑗と仮定し、プリンシパルとエージェン

トの効用関数を𝑢𝑖𝑗として、これらは上記の変数に依存すると仮定した。なお、最低水準は

以下のように設定している。 

 

�̅�𝑗 ≥ 𝑣𝑖𝑗 

 

𝑣𝑖𝑗 < 𝑣𝑖𝑗 

 

 このときのベンチマークとして、エージェントの努力は可縮、すなわち、プリンシパル・

エージェンシー問題といわれるモラルハザードが発生していない最善時の契約があげられ

る。この場合、𝑖と𝑗はスムーズにマッチし、また、マッチしている状態が最も生産性の高い

状況である。そして、最適契約はマッチについて配分機能を持たず、最適な努力水準は 𝜋𝑖 +

𝜃𝑖 となり、参加余剰は 
1

2
(𝜋𝑖 + 𝜃𝑖𝑗)

2となる。しかし、この分析では、プリンシパルとエージ

ェントの間でモラルハザードが発生する状態を仮定し、後述する三つの制約条件を課した
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うえで最適契約を導出する。 

 そして、モラルハザードが発生している状態においても最適契約が存在するために、つぎ

の仮定を置く。 

 

仮定 2：
1

4
[min{𝜋0, �̂�}]

2 −𝑤 > 0 

 

 これは、エージェンシーコストが発生している状態においてもエージェントの利得が存

在することを保証するために必要なものである。 

 そして、このときの問題は以下のように設定される。まず、モラルハザード状態における

プリンシパルの最適化問題はつぎのようにあらわされる。 

 

𝑢𝑖𝑗
𝑝
= (𝜋𝑖 − 𝑏𝑖𝑗)𝑒𝑖𝑗 −𝑤𝑖𝑗{𝑏𝑖𝑗,𝑤𝑖𝑗}

max  

 

 そして、エージェントの有限責任制約はつぎのようにあらわされる。 

 

𝑏𝑖𝑗 +𝑤𝑖𝑗 ≥ 𝑤 

𝑤𝑖𝑗 ≥ 𝑤 

 

 また、エージェントの参加制約条件はつぎのようにあらわされる。 

 

𝑢𝑖𝑗
𝑎 = 𝑒𝑖𝑗(𝑏𝑖𝑗 + 𝜃𝑖𝑗) + 𝑤𝑖𝑗 −

1

2
𝑒𝑖𝑗
2 ≥ 𝑢𝑗 

 

 最後に、エージェントのインセンティブ成立制約はつぎのようにあらわされる9。 

 

𝑒𝑖𝑗 = argmax(𝑒𝑖𝑗(𝑏𝑖𝑗 +𝜃𝑖𝑗) +𝑤𝑖𝑗 −
1

2
𝑒𝑖𝑗
2 ) 

 

そして、最適化問題を解いた後に第二段階として、組織の目的が内生的、すなわち、プリ

ンシパルによるミッションの選択がエージェントの動機を変化させる場合はどうなるのか

ということを Besleyと Ghatakは考察している。まず、ミッション志向型部門におけるミ

ッションを𝑥 (ただし、𝑋 = [0, 1] に含まれる実数) とする。そして、プリンシパルとエージ

ェントの利得は双方とも組織のミッションから影響を受けると仮定し、それぞれを𝑔𝑖(𝑥) 

(𝑖 = 1, 2), ℎ𝑗(𝑥) (𝑗 = 1, 2) とする。このときの組織のミッションの選択問題はつぎのように

                                                 
9  この制約は 𝑒𝑖𝑗 = 𝑏𝑖𝑗 + 𝜃𝑖𝑗, 𝑒𝑖𝑗 ∈ [0, 1] として簡略することも可能である。  
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なる。 

 

𝑥𝑖
∗ = argmax{𝑔𝑖(𝑥)} 

 

 そして、この問題を解いた後に第三段階として、プリンシパルとエージェントの間におけ

るマッチングをかれらは行っている。まず、プリンシパルの集合𝒜𝑝とエージェントの集合

𝒜𝑎をそれぞれ以下のように定義する。 

 

𝒜𝑝 = {𝑝0, 𝑝1, 𝑝2} 

𝒜𝑎 = {𝑎0, 𝑎1, 𝑎2} 

 

 そして、これらの間で形成されるマッチングを関数 𝜇 として以下のように定義し、また、

Aから Cによって条件づけている。 

 

𝜇:𝒜𝑝 ∪𝒜𝑎 → 𝒜𝑝 ∪𝒜𝑎 

 

∀𝑝𝑖 ∈ 𝒜𝑝, 𝜇(𝑝𝑖) ∈ 𝒜𝑎 ∪ {𝑝𝑖}… (𝐴) 

 

∀𝑎𝑗 ∈ 𝒜𝑎, 𝜇(𝑎𝑗) ∈ 𝒜𝑝 ∪ {𝑎𝑗} … (𝐵) 

 

∀(𝑝𝑖, 𝑎𝑗) ∈ 𝒜𝑝 ×𝒜𝑎, ∃𝜇(𝑎𝑗) = 𝑝𝑖, 𝜇(𝑝𝑖) = 𝑎𝑗 …(𝐶) 

 

 Aから Cはそれぞれ、すべてのプリンシパル (エージェント) は一人以上のエージェント  

(プリンシパル) とマッチすること、そして、自分自身とのマッチはマッチできなかった状

況を意味している。 

 また、経済部門間の競争をより細かく分析するため、経済全体におけるプリンシパルとエ

ージェントの母集団をそれぞれ𝑛𝑖
𝑝
と𝑛𝑗

𝑎とし、さらに、以下の場合分けをして分析を行って

いる。 

 

𝑛1
𝑎 = 𝑛1

𝑝
, 𝑛2
𝑎 = 𝑛2

𝑝
 … (𝐴) 

 

𝑛0
𝑎 > 𝑛0

𝑝
…(𝐵) 

 

𝑛0
𝑎 < 𝑛0

𝑝
…(𝐶) 

 

 A はミッション志向型部門においてプリンシパルとエージェントの数が過不足ないこと
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を示している。そして、Bは利潤志向型部門における失業の発生、また、Cは利潤志向型部

門における完全雇用成立時を意味している。 

 

2‐2. 結果 

 

 以上の仮定より、かれらは以下の分析結果を得ている。 

 

命題 1：仮定 1, 2をおく。この時、留保利得�̅�𝑗 ∈ [0, �̅�𝑖𝑗]を与えられたエージェントとプリン

シパルの間には最適契約(𝑏𝑖𝑗
∗ , 𝑤𝑖𝑗

∗ )が存在し、そして、それは以下のような特徴を持っている。 

 

(a) 固定給は最低賃金水準の集合である。すなわち、 

𝑤𝑖𝑗
∗ = 𝑤 

 

(b) 賞与はつぎのようになる。 

𝑏𝑖𝑗
∗ =

{
 

 max {0,
𝜋𝑖 − 𝜃𝑖𝑗
2

}  𝑖𝑓 �̅�𝑗 ∈ [0, �̅�𝑖𝑗]

√2(�̅�𝑗 −𝑤) − 𝜃𝑖𝑗 𝑖𝑓�̅�𝑗 ∈ [𝑣𝑖𝑗, �̅�𝑖𝑗] 
 

 

(c) 最適努力水準はつぎのようになる。 

𝑒𝑖𝑗
∗ = 𝑏𝑖𝑗

∗ + 𝜃𝑖𝑗
∗  

 

 これらの解釈は、以下である。まず (a) であるが、これは、プリンシパルはエージェント

に対する固定給を可能な限り低く抑えようとすることを意味している。そして、モラルハザ

ードが存在する状況においては、エージェントから最善時と同じ水準の努力を引き出すこ

とは不可能であることを (b) は意味している。最後に、賞与を高くすることはプリンシパ

ルにとって、エージェントの努力水準を向上させる一方で、自身が得る余剰を小さくすると

いうトレード・オフを生み出すことを (c) は示唆している。そして、賞与が一定の場合、動

機の高いエージェントほど高い水準の努力を供給することも (c) は意味している。 

 さらに、命題 1 のもとでは営利志向型部門において、エージェントは常にインセンティ

ブ支払いを好んでおり、また、𝜃0𝑗 = 0であることがあげられるため、つぎの推論が考えられ

る。 

 

推論 1：利潤志向型部門 (𝑖 = 0) では、最適契約はつぎのような特徴を持っている。 

 

(a) 固定給は最低賃金水準の集合である。すなわち、 

𝑤0𝑗
∗ = 𝑤 
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 ただし、𝑗 = 0,1,2である。 

 

(b) 賞与は次のような特徴を持っている。 

𝑏𝑖𝑗
∗ = {

𝜋0
2
𝑖𝑓 �̅�𝑗 ∈ [0, �̅�0𝑗]

√2(�̅�𝑗 −𝑤) 𝑖𝑓�̅�𝑗 ∈ [𝑣0𝑗, �̅�0𝑗] 
 

 

(c) 最適努力水準はつぎのようになる。 

𝑒0𝑗
∗ = 𝑏0𝑗

∗  

 ただし、𝑗 = 0,1,2 である。 

 

 さらに、命題 1の (b) より、賞与はエージェントの動機について減少であり、くわえて、

𝑖と𝑗が違う場合は賞与がより高くなる。また、命題 1の (c) もあわせて考察すると、より高

い努力水準が導出される、つまり、プリンシパルとエージェントのタイプが一致しているほ

うがより生産的であると考えられる。したがって、つぎのような推論も考えられる。 

 

推論 2：�̅�0 = �̅�1 = �̅�2 とする。このとき、ミッション志向型部門 (𝑖 = 1, 2) では、プリンシ

パルとエージェントのタイプが同じならば、そうでない場合と比べて、努力の水準はより高

く、賞与はより低い。 

 

 また、推論 2より、エージェントの期待利得を一定とした場合、エージェントの配置によ

って生じるセレクション効果により、賞与や生産性は組織内部の多様性と負に相関すると

考えられる。したがって、つぎのような推論も可能である。 

 

推論 3：�̅�0 = �̅�1 = �̅�2 とする。このとき、ミッション志向型部門 (𝑖 = 1, 2) では、賞与と努

力水準は組織内部の多様性と負に相関する。 

 

 以上が第一段階における命題である。そして、第二段階と第三段階においてはつぎのよう

な命題を示している。 

 

命題 2：𝑖 = 0, 1, 2, 𝑗 = 0, 1, 2 において、同じタイプ同士の最適契約 (𝑏𝑖𝑗
∗ , 𝑤𝑖𝑗

∗ ) とマッチング

𝜇 を考える。このとき、𝑖 = 0, 1, 2 について、𝜇(𝑝𝑖) = 𝑎𝑖 の場合のみマッチングは安定的で

ある。 

 

 この命題は、すべての安定的なマッチングはエージェントとプリンシパルのタイプが同

じ場合のマッチングであると示している。そして、完全雇用が成立している場合における最
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適な契約と努力水準について、つぎのような命題を示している。 

 

命題 3：𝑛0
𝑎 < 𝑛0

𝑝
 (すなわち、利潤志向型部門における完全雇用成立時) を考える。このとき、

マッチング𝜇は𝑗 = 0,1,2について、𝜇(𝑝𝑗) = 𝑎𝑗において安定的であり、さらに、同じタイプ同

士の最適契約はつぎのような特徴を持つ。 

 

(a) 固定給は最低賃金水準の集合であり、𝑗 = 0,1, 2について 

𝑤𝑗𝑗
∗ = 𝑤 

 

(b) ミッション志向型部門の賞与はつぎのような特徴を持っている。 

𝑏11
∗ = 𝑏22

∗ =
1

2
{𝜉, 𝜋0 +√𝜋0

2 − 4𝑤}− �̅� 

 

そして、利潤志向型部門ではつぎのような特徴を持つ。 

𝑏00
∗ =

√𝜋0
2 − 4𝑤

2
 

 

(c) 最適努力水準は𝑗 = 1,2について、つぎのようになる。 

𝑒𝑗𝑗
∗ = 𝑏𝑗𝑗

∗ + �̅� 

 

 そして、𝑗 = 0においてはつぎのようになる。 

𝑒00
∗ = 𝑏00

∗  

 

 これらの命題は、マッチング効果と外部オプション効果、そして、参加制約がエージェン

トの動機に与える影響を示している。まず、マッチング効果であるが、これは、タイプが異

なる者同士のマッチングは、ミッション志向型部門の最適契約の異質性を減らすものであ

る。さらに、推論 2より、同じタイプ同士のマッチは組織の生産性を向上させることを改め

て示している。そして、外部オプション効果は、誘因支払いが増えることにより、組織の生

産性は向上させられることを意味している。より詳しく述べると、十分に生産的な利潤志向

型部門では、参加制約が拘束力を持ち、Motivated Agents の留保効用は、他部門に移行し

たときにどのような報酬を得ることができるかに依存していることを意味している。 

 そして、Motivated Agentsについてきわめて重要な示唆は、ミッション志向型部門では、

より少ないインセンティブによってかれらからより多くの努力を引き出すことが可能であ

ることである。参加制約が拘束力を持つ場合、ミッション志向型部門のインセンティブはほ

かの部門に比べて低い。一方、参加制約が拘束しない場合は�̅� > �̂�なので、インセンティブ
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が持つ力は利潤志向型部門におけるそれよりも強いのである。 

 そして、利潤志向型部門において失業が生じている場合はつぎの命題が成立する。 

 

命題 4：𝑛0
𝑎 > 𝑛0

𝑝
 (すなわち、利潤志向型部門における失業発生) を考える。このとき、マッ

チング𝜇は𝑗 = 0,1, 2について、𝜇(𝑎𝑗) = 𝑝𝑗において安定的であり、つぎの特徴を持つ。 

 

(a) 𝑗 = 0,1, 2について固定給は最低賃金水準の集合である。すなわち、 

𝑤𝑗𝑗
∗ = 𝑤 

 

(b) ミッション志向型部門における賞与はつぎのようになる。 

𝑏11
∗ = 𝑏22

∗ =
𝜉

2
− �̅� 

 

 一方、営利志向型部門における賞与はつぎのようになる。 

𝑏00
∗ =

𝜋0
2

 

 

(c) 最適努力水準は𝑗 = 1,2について、つぎのようになる。 

𝑒𝑗𝑗
∗ = 𝑏𝑗𝑗

∗ + �̅� 

 

 そして、𝑗 = 0 においてはつぎのようになる。 

𝑒00
∗ = 𝑏00

∗  

 

 つまり、利潤志向型部門において失業が発生している場合、インセンティブがエージェン

トに与える作用は純粋にマッチング効果であり、失業の存在はミッション志向型部門と利

潤志向型部門の両方についてインセンティブの作用を弱めるのである。また、このとき、プ

リンシパルは正の利潤を得て、エージェントは失業中のエージェントから間接的に利益を

受けるようになる。 

 

2‐3. 応用 

 

 以上の分析結果をかれらは三つのケースにあてはめながら、例示的な分析を展開してい

る。ここではそれを紹介する。 

 まずは、非営利組織の労働者と経営者、そして、寄付の問題である。かれらの分析、賞与

が非営利組織とそうでない機関の間で大きく異なること、そして、その違いは組織や部門 

(産業) 間の労働者の獲得競争から生じていることを示唆している。さらに、かれらは北米
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における病院の分析を紹介しながら、かれらの研究の妥当性について論じている。さらに、

その裏返しとして、医療などの元来非営利組織が主な供給主体であった産業に営利的な主

体が参入した場合、それらの間で賞与の引き上げなどによる労働者の獲得競争が生じてい

ることも述べている。 

また、消費者の選好の異質性に対処する主体としても非営利組織は存在するが、そのミッ

ションの遂行について組織内で対立が発生している場合は、そうでない機関に比べて生産

性が低くなるということも指摘している。そして、組織のミッションを決定づける要因とし

て寄付があげられるが、寄付が公的なものである場合、雇用されるエージェントの動機が低

下してしまい、その結果、組織の生産性が低くなることも指摘されている。そのため、非営

利組織の効率性を保つためには、寄付金は公的なものではなく民間組織によるものが望ま

しいとかれらは述べている。 

 二番目の例は、学校を代表とする教育機関とそこのミッションの関係である。英国では学

校に対して権限をどのように配分するかが長年の問題となっていた。Besley と Ghatak の

分析は、各学校に対して権限を十分に配分するほうが、すなわち、分権するほうがそれぞれ

の学校の生産性が向上することを示している。さらに、エージェント、すなわち、教員につ

いても、高い動機を持つ教員を雇用することにより、高い賞与払いを行わなくても生産性を

維持することができるとかれらは指摘している。よって、学校についてそれぞれのミッショ

ンの制定権を配分し、また、カリキュラムを多様化させ、さらに、教員の雇用においてマッ

チングの円滑化を推進することにより、学生の学力を向上させることが可能になると考え

られる10。 

 最後の例は、公共機関の官僚のインセンティブである。公共機関についても、民間企業と

同様に革新性や柔軟性を求める声が近年は強まっている11。また、どのようにしたら官僚の

不正を抑制することができるのかという点は、古くから指摘されている。これらについて

Besley と Ghatak の分析は、マッチングを円滑に行えば人員を効率的に配置することがで

き、その結果、公共機関の生産性は向上するとしている。また、そのためには、より多くの

エージェントが参加させること、さらに、意思決定において可能な限り広い範囲に権限を譲

渡する必要があることも指摘している。 

 そして、外部オプション効果、すなわち、民間企業における賞与の変化が公共機関の官僚

のインセンティブをどのように変化させたかという点について、かれらは 80年代の英国の

例をあげている。80 年代の英国は失業率が高く、サッチャー政権は公務員の人員整備もか

ねて、小さな政府を志向した政策を行った。しかし、その後失業率が低下すると民間企業は

労働者に対して賞与を多く払ったため、官僚の動機は低下した。その結果、公共機関の生産

                                                 
10 ただし、その一方で、学校間で学力の格差が生じることも考えられる。この解決策とし

て Besleyと Ghatakは、各学校において教員の動機を高く設定するための方法が必要

であると述べている。 
11 この傾向は”New Public Management” といわれている。 
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性は一時的に低下した。この事例を踏まえて Besleyと Ghatakは、公務員に対して可能な

限り権限を譲渡することと、適切に賞与を設定することの重要性を指摘している。 

 

3. 後続の研究 

 

 以上が Besleyと Ghatakによる ”Motivated Agents” とその応用例である。この分析は

2005年に発表されてから、多くの研究に引用されている。特に、社会サービスや教育など、

公共機関や非営利組織の労働者のインセンティブを対象とする分析では現在も頻繁に引用

されている。ここでは、そのうちのいくつかを紹介する。 

 まずは、Besley と Ghatak 本人たちによる応用研究の例である。彼らはこの研究を拡張

させ、利潤追求とミッションを同時に目的とする組織、すなわち、「社会的企業」と呼ばれ

る組織について、狭義の非営利組織や営利企業に対して余剰の大きさについてどの程度の

優位性を持つのかという点を分析している12。また、Ghatakは、非営利組織においては過

度に報酬を設定すると被雇用者の努力水準が低下することを Ghatak and Mueller (2011) 

において指摘している。 

 そして、Besley と Ghatak の研究を定量的に分析したものの代表例として、ここでは

Carpenter and Cong (2013) による分析を紹介する。この論文は 2013 年に“Motivating 

Agents: How Much Does the Missions Matter? ”として Journal of Labour Economicsに

掲載されたものである。かれらは Besleyたちの研究をもとに、組織のミッションと雇用者

の動機がマッチした際の生産性について分析した。そして、Besley たちの指摘は英国以外

の国においてもあてはまることを示した。 

 Motivated Agentsの定量的な分析の問題点として、組織のミッションをどのように明確

に測定するかという点があげられる。そこで Carpenterたちは、2012年の米国の大統領選

挙における共和党と民主党の理念の違いと支持者の政治的選好の違いを活用して、組織の

ミッションと雇用者の動機、そして、それらのマッチの程度を可能な限り詳細に分析した。

なお、図 1は、かれらの分析を簡単に表したものである。 

 

                                                 
12 この分析の詳細については加藤 (2015) を参照。 
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 具体的な手順は以下である。まず、学生ボランティアを対象として、かれらの政策に対す

る主張をもとに政治的な選好を測定する。そして、学生を被雇用者 (Agents) と定義したう

えで無作為に共和党と民主党のいずれかに割り振り、現在所属している政党の政策と自身

の政治的な選好がどの程度一致しているかを測定する。さらにそこから、自分が所属する政

党の理念と自分の選好が一致している学生を「マッチ」、共和党と民主党のどちらかと一致

するが自分が所属している政党と一致していない学生を「ミスマッチ」、二つの政党のいず

れとも一致していない学生を「ノーマッチ」と定義して、サブサンプルを編成する。そして、

選挙キャンペーンにおける封筒の作成と送付の出来高を生産性と定義したうえで、出来高

に応じて上乗せされる報酬がその生産性とどのような関係にあるのかを測定する13。さらに、

以下の推定式を最小二乗法によって回帰し、報酬が統計的な有意性を持つのかどうか、また、

係数の大きさはどのようにサブサンプル間で異なるのかを調べる。 

 

𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖 + 𝛽2𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝛽3𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖 × 𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝑋𝑖
′𝜆 + 𝜀𝑖 

 

 𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖は学生 (被雇用者) 𝑖の生産高、𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖は被雇用者𝑖の政治的選好が所属政党とマ

ッチしているかどうかを示すダミー変数、𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖は上乗せされる報酬、そして、𝑋𝑖
′はコ

ントロール変数を示すベクトルである。さらに、頑健性を確認するため、以下の推定式も推

定する。 

 

𝑂𝑢𝑡𝑝𝑢𝑡𝑖 = 𝛼 + 𝛾1𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖 + 𝛾2𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖 + 𝛾3(𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖 × 𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖) + 𝑋𝑖
′𝜆 + 𝜀𝑖 

 

 𝐷𝑖𝑠𝑡𝑎𝑛𝑐𝑒𝑖は、被雇用者𝑖の政治的な選好と所属政党の政策の間にどのくらい違い (距離) 

があるかを示す変数である。 

 主な分析結果は以下である。まず、𝑀𝑎𝑡𝑐ℎ𝑖の係数は正であり、統計的な有意性も確認され

                                                 
13 これらの手順は行動経済学の分析における倫理的な問題点をすべて満たしている。 

図1　Carpenter and Gong の分析の工程

注： Carpenter and Gong (2013) のFigure1 (Study Design) をもとに筆者作成

支払い

(3) 測定(1) 調査 (2) 無作為化

能力の測定

出来高の測定

調査結果の処理

調査対象の選抜

支持の程度の調査

分類

サブサンプルの編成

報酬の割り当て
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た。したがって、組織のミッションと被雇用者の動機がマッチしているほうが、そうでない

場合よりも生産性は高くなると解釈することができる。一方、𝐼𝑛𝑐𝑒𝑛𝑡𝑖𝑣𝑒𝑖の係数を見てみる

と、ミスマッチの方がマッチよりも係数の大きさが大きかった。したがって、報酬が被雇用

者に与える影響は、組織のミッションと被雇用者の動機がマッチしていない場合のほうが

そうでない場合に比べて大きいということがいえる。よって、Motivated Agentsの理論は、

米国の大統領選挙のキャンペーンにおいてもあてはまるということを Carpenter と Gong

は証明している。 

 

4. 結びに代えて 

 

 2011 年の東日本大震災以降、日本では他者を思いやる行動が社会的により重きを置かれ

るようになった。そして、それに伴い、従来ならば営利活動に専従していた営利企業も、社

会や環境に対する配慮を事業において重視する必要性が高まった。すなわち、社会の変化に

併せて、経済主体も柔軟に行動する必要がある時代になってきたともいえる。 

 そのような時代において、今後の日本について分析される産業のなかで特に重要なもの

の一つとして、介護産業があげられる。少子高齢化の時代において介護産業が重要視される

のは当然であるが、人口構成の変化による需要の増加だけがその原因ではない。介護産業に

おいてはサービスの特殊性により、非営利組織の比較優位性が作用しやすい。もちろん、利

潤の達成という意味での効率性については営利企業に分があるが、非営利組織がとくに重

要な担い手であることには変わりない。すなわち、社会の変化に対して柔軟に適応できる組

織について分析するためには、介護産業を対象として調査することが必要かつ不可欠なの

である。そして、その時に重要なのは、柔軟性を持つ組織にはさまざまなステークホルダー

が集い、さらに、かれらのインセンティブも単一ではないという点である。 

 本稿の主な貢献は、”Motivated Agents” という概念を本格的に紹介した点である。この

概念は日本においてはまだ注目されていない。だが、非金銭的な要因も重視する被雇用者は、

今後の日本の介護産業とそこにおいて事業を行う主体について考察する際、必要な存在で

ある。本稿は”Motivated Agents”を理論的に提唱した初めての論文である”Competition and 

Incentives with Motivated Agents”とその実証例である Carpenter と  Gong の

“Motivating Agents: How Much Does the Missions Matter? ”を紹介した。そして、今後の

日本において重要と考えられる考察対象をいくつか述べる14。まず、”Motivated Agents” の

非金銭的な動機は具体的に何かという点である。非金銭的な動機として一般的には利他性

があげられることが多い。しかし、利他性も非常に多様な概念であり、さらに、利他性以外

                                                 
14 これらは Besley と Ghatak の論文においても今後必要であると指摘されたものであ

る。さらにかれらは、”Motivated Agents” の非金銭的要因が貨幣などの外発的動機に

よってクラウディング・アウトするかどうかという点を分析することも必要であると述

べている。 
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の要因も非金銭的要因として重要である。したがって、非金銭的要因についてより詳細に分

析することが必要である。第二に、”Motivated Agents” が重要視する非金銭的要因が時代

ごとにどのように違うかという点である。先述のように、東日本大震災以降、他者に対する

思いやりが重要視されるようになったが、時代による変化はそれだけではない。過去と現代、

そして将来において、どのような非金銭的要因が重要になるかを、社会的要因も考慮しなが

ら分析する必要があるだろう。最後に、産業ごとに被雇用者の非金銭的要因がどのように異

なるのかという点である。介護産業は特に重要な産業であるが、他の産業も考察対象として

重要である。産業間の特異性や共通した特徴を分析することにより、介護産業と”Motivated 

Agents”の研究の双方がより発展するだろう。 
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